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  地方への移住や地方との交流に 

  興味を持っている都市住民、団体 

＜移住・交流情報ガーデン＞ 
ワンストップ支援窓口 

相談 

※国の各府省とも連携 
  ・厚生労働省（仕事情報） 
  ・農林水産省（就農支援情報） 等 

「移住・交流情報ガーデン」の開設 

※自治体等が実施する短期のＰＲイベントの場としても活用可 

 ○ 居住・就労・生活支援等に係る情報提供や相談についてワンストップで対応する窓口「移住・交流 
  情報ガーデン」を開設。 
 

 ○ 地方自治体や関係省庁とも連携し、「全国移住ナビ」を活用して総合的な情報提供を実施。                                                                       

（ガーデン館内） （3/28開催 移住フェアの模様） 

[所在地] 東京都中央区京橋1-1-6 越前屋ビル 
［アクセス］ＪＲ／東京駅（八重洲中央口）より徒歩４分 

地下鉄／東京メトロ銀座線 京橋駅より徒歩５分 
東京メトロ銀座線・東西線 都営浅草線 日本橋駅より徒歩５分 
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移住・交流情報
ガーデンの案内 

 

全国移住ナビ（ラウンドホームページのイメージ） 
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移住・交流情報
ガーデンの案内 
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○制度概要：都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住民票を移動し、生活の拠点を移した者を、地方公共団  
 体が「地域おこし協力隊員」として委嘱。隊員は、一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ 
 ＰＲ等の地域おこしの支援や、農林水産業への従事、住民の生活支援などの「地域協力活動」を行いながら、その 
 地域への定住・定着を図る取組。 
 

○実施主体：地方公共団体 
 

○活動期間：概ね１年以上３年以下 
 

○総務省の支援：概ね次に掲げる経費について、特別交付税により財政支援 
  ①地域おこし協力隊員の募集等に要する経費：１団体あたり200万円上限 
  ②地域おこし協力隊員の活動に要する経費：隊員１人あたり400万円上限 
   (報償費等200万円、その他の経費(活動旅費、作業道具等の消耗品費、関係者間の調整などに要する事務的な経費、定住に向けた研修等の経費など）200万円) 
  ③地域おこし協力隊員等の起業に要する経費：最終年次又は任期終了翌年の起業する者１人あたり100万円上限 

地域おこし協力隊導入の効果 
～地域おこし協力隊・地域・地方公共団体の「三方よし」の取組～ 

地域おこし協力隊 

地 域 地方公共団体 

○自身の才能・能力を 
 活かした活動 
 

○理想とする暮らしや 
 生き甲斐発見 
 

○斬新な視点 
（ヨソモノ・ワカモノ） 
 

○協力隊員の熱意と行動力が 
 地域に大きな刺激を与える 
 

○行政ではできなかった 
 柔軟な地域おこし策 
 

○住民が増えることによる 
 地域の活性化 

任期終了後、 
約６割が 

同じ地域に定住 
※H25.6末調査時点 

隊員の 
約４割は 

女性 

隊員の 
約８割が 

20歳代と30歳代 

地域おこし協力隊とは 

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

隊員数 89名 257名 413名 617名 978名 1,511名 
(1,629名) 

団体数 31団体 90団体 147団体 207団体 318団体 444団体 

隊員数、取組団体数の推移 ⇒ 隊員数を28年度までに3,000人に！ 

※各年度の特別交付税ベース 
※26年度の隊員数のカッコ内は、名称を統一する「田舎で働き隊」の隊員数（118名）とあわせた隊員数である。 

地域おこし協力隊について 
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【文部科学省】

下村大臣提出資料

第５回まち・ひと・しごと創生本部
平成27年4月3日（金）
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１
．
社

会
に
出

た
後
も
、
誰
も
が
「
学
び
続
け
」

、
夢

と
志
の
た

め
に

挑
戦

で
き
る
社

会
へ

「
学

び
続

け
る
」社

会
、
全
員
参
加
型
社
会
、
地

方
創
生

を
実

現
す
る
教
育

の
在
り
方

に
つ
い
て

（
第

六
次
提

言
概

要
）

教
育

再
生
実
行
会
議

平
成

２
７
年

３
月

４
日

＜
方
向
性

・
理
念

＞
◎

生
涯

で
何

度
で

も
、

学
び
中

心
の
期

間
を

持
つ
人
生

サ
イ
ク

ル
を

実
現

◎
大

学
等

を
若

者
中

心
の
学
び

の
場
か

ら
全

世
代
の
た

め
の
学

び
の

場
へ

◎
社

会
全

体
で

学
び

を
支
援

＜
具
体
的

な
取
組

＞

○
大
学
、
専
修
学
校
等
は
社
会
人
等
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
実
践
的
・
専
門
的
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供

を
推
進

。
大
学
等
に
お
け
る
実
践
的
・
専
門
的
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
認
定
、
奨
励
す
る
仕
組
み
を
構
築
。

○
社
会
人
の
学
び
に
対
す
る
経
済
的
支
援
の
た
め
、
日
本
学
生
支
援
機
構
の
奨
学
金
や
教
育
訓
練
給
付
金

制
度
の

活
用
推
進
。
社
会
人
等
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
た
更
な
る
方
策
を
検
討
し
、
支
援
を
充
実
。

○
教
育
行
政
と
労
働
、
福
祉
行
政
の
連
携
を
一
層
強
化
。
事
業
主
の
協
力
も
得
て
、
一
旦
仕
事
を
離
れ
、

あ
る
い

は
、
仕
事
と
両
立
し
な
が
ら
学
ん
だ
り
、
子
育
て
や
介
護
に
従
事
中
や
そ
れ
を
終
え
た
後
も
学
び

続
け
た

り
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
支
援
策
な
ど
を
検
討
。

○
大
学
等
で
の
e
-
ラ
ー
ニ
ン
グ
を
活
用
し
た
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
を
推
進
。
放
送
大
学
に
お
い
て
、

資
格
関

連
科
目
の
増
設
、
オ
ン
ラ
イ
ン
授
業
科
目

の
開
設
等
を
推
進
。

な
ど

２
．
多

様
な
人

材
が

担
い
手
と
な
る
「全

員
参
加
型
社

会
」へ

＜
方
向
性
・
理
念
＞

◎
多

様
性

（
ダ
イ
バ

ー
シ
テ
ィ
）
を
認
め
合

う
社

会
へ

◎
こ
れ

ま
で
の

考
え
方

に
と
ら
わ
れ

な
い
意
識
や

仕
組
み

の
転
換

を
行

う

＜
具
体
的
な
取
組
＞

○
女
性
の
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
と
、
職
場
復
帰
や
再
就
職
等
を
支
援
す
る
実
践
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
を
推

進
。
大

学
に
お
け
る
保
育
環
境
の
整
備
、
休
学
期
間
や
在
学
期
間
の
弾
力
的
な
運
用
を
推
進
。

○
高
齢
者
の
活
躍
支
援
の
た
め
、
シ
ニ
ア
層
向
け
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
提
供
を
推
進
。
ミ
ド
ル
・
シ
ニ

ア
社
員

等
が
現
役
中
か
ら
地
域
活
動
に
参
画
で
き
る
仕
組
み
づ
く
り
を
推
進
。

・
今
後

1
0
～
2
0
年
程

度
で

、
4
7
%
の

仕
事

が
自
動
化

・
小
学

校
に
入

学
し

た
子

供
の

6
5
%
は

大
学

卒
業
後

、
今
存

在
し

な
い

職
業

に
就

職
・

頭
脳

労
働
ま

で
も

が
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
に

よ
り
代
替

・
社
会

に
出
た

あ
と

も
学
び
続

け
、
新

た
に

必
要
と

さ
れ
る

知
識

や
技
術
を

不
断
に

身
に

付
け
る

こ
と

・
仕
事

以
外
の

時
間

を
創
造
的

、
生
産

的
に

過
ご
す

た
め
の

学
び

の
機
会
を

提
供

＜
将

来
予

測
＞

＜
今
後
の

教
育
の

在
り

方
＞
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３
．
教

育
が
エ
ン
ジ
ン
と
な
っ
て
「
地
方
創
生
」を

＜
方
向
性
・
理
念
＞

◎
「
教

育
」
の

力
で
地

域
を
動
か
す

◎
小

中
学

校
等

で
、
地

域
を
担

う
子
供

を
育

て
、
生

き
が

い
、
誇
り
を
育
む

◎
地

域
の

産
業

、
担

い
手
を
育
て
る
大
学
等

を
つ
く
る

＜
具
体
的
な
取
組
＞

○
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
の
拡
大
の
た
め
、
制
度
面
の
改
善
や
財
政
面
の
措
置
も
含
め
、
全
て
の
学

校
が
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル
化
に
取
り
組
む
た
め
の
抜
本
的
な
方
策
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

・
ス
ク
ー
ル
の
仕
組
み
の
必
置
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
る
。

な
ど

○
高
齢
者
が
大
学
の
近
隣
等
に
居
住
し
、
医
療
・
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
な
が
ら
、
大
学
で
の
生
涯

学
習
等

に
参
加
で
き
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
（
日
本
版
大
学
連
携
型
Ｃ
Ｃ
Ｒ
Ｃ
（
C
o
n
t
i
n
u
i
n
g
 
C
a
r
e
 
R
e
t
i
r
e
-

m
e
n
t
C
o
m
m
u
n
i
t
y
）
）
を
形
成
す
る
こ
と
に
つ
い
て
検
討
し
、
モ
デ
ル
事
業
等
を
通
じ
て
全
国
展
開
。

○
過
疎
地
域
等
で
は
、
学
校
の
場

を
活
用
し
て
、
地
域
住
民
の
生
涯
学
習
や
健
康
、
福
祉
等
に
関
す
る
機

能
を
も

集
積
し
て
い
く
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
の
仕
組
み
の
在
り
方
に
つ
い
て
検
討
し
、

取
組
を

進
め
る
。

○
地
方
に
あ
る
大
学
等
へ
の
進
学
、
地
元
企
業
へ
の
就
職
等
を
行
う
者
を
対
象
に
、
奨
学
金
の
優
先
枠

（
地
方

創
生
枠
（
仮
称
）
）
を
設
け
た
り
、
返
還
額
を
軽
減
し
た
り
す
る
措
置
を
講
じ
る
。
入
学
定
員
超

過
に
対

す
る
基
盤
的
経
費
の
取
扱
い
の
更
な
る
厳
格
化
な
ど
、
大
都
市
圏
に
お
け
る
入
学
定
員
超
過
の
適

正
化
に

つ
い
て
検
討
。

○
地
域
ス
ポ
ー
ツ
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン

等
の
活
動
を
促
進
し
、
障
害
者
ス
ポ
ー
ツ
を
含
め
、
ス
ポ
ー
ツ
大
会
や

ア
ス
リ

ー
ト
な
ど
の
ス
ポ
ー
ツ
資
源
を
活
用
し
た
地
方
創
生
の
取
組
を
推
進
。

○
新
た
に
「
日
本
遺
産

」
を
認
定
す
る
仕
組
み
の
創
設
、
劇
場
、
音
楽
堂
等
に
お
け
る
文
化
芸
術
活
動
の

活
性
化

な
ど
、
文
化
資
源
を
活
か
し
た
地
方
創
生
を
推
進
。

○
子
供

た
ち
が
、
一
定
期
間
、
地
方
で
の
集
団
生
活
や
自
然
体
験
な
ど
の
豊
か
な
体
験
活
動
を
行
え
る
よ

う
、
長

期
滞
在
型
を
含
む
農
山
漁
村
体
験
活
動
を
支
援
。

○
不
登
校
、
中
退
、
ニ
ー
ト
等

の
若
者
へ
の
支
援
を
強
化
。
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
な
ど
に
お
け
る
多
様
な
学

び
へ
の

対
応
を
含
め
た
抜
本
的
な
不
登
校
等
へ
の
対
策
。
中
退
者
に
対
す
る
学
び
直
し
支
援
を
充
実
。

○
貧
困
の
連
鎖
を
断
ち
切
る
た
め
、
夜
間
補
充
教
室
な
ど
の
学
習
支
援
の
取
組
を
支
援
、
促
進
。
子
供
の

成
長
段

階
に
応
じ
た
経
済
的
支
援
を
充
実
。

な
ど

○
障
害
の
あ
る
子
供
が
可
能
な
限
り
障
害
の
な
い
子
供
と
共
に
教
育
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
特
別
支
援
教

育
支
援
員
等
の
充
実
、
教
員
の
専
門
性
の
向
上
等
を
推
進
。
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厚生労働省まち・ひと・しごと創生サポートプラン
について

平成27年４月３日

厚生労働省
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「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に対するサポートプランの位置づけ

・地域経済雇用戦略の企画・実施体制
の整備

・地方への人材還流、人材育成
・地域産業の競争力強化 など

・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
（「子育て世代包括支援センター」の整
備）

・子ども・子育て支援の充実 など

・中山間地域等における「小さな拠点」（多
世代・多機能型拠点）の形成

・大都市圏における安心な暮らしの確保
など

雇用制度・雇用対策に関する
取組方針

少子化対策に関する
取組方針

医療・介護、福祉サービスの
基盤整備に関する

取組方針

〇都市部にはない、都市部とは違っ
た魅力ある働き方、生活面でのメ
リットを提供と実質可処分所得の地
域別モデルケースの作成
〇地域固有の比較優位性を備えた競
争力のある産業分野の選定
〇地域や企業が必要とする人材確
保のためのマッチング支援、人材の
能力開発支援、魅力ある職場作り
支援

など

○第1子、第２子、第３子の壁それぞ
れの課題の整理・分析と対策
○施策の進捗と育児のしやすい環境
の「見える化」
〇各地域の出生順位ごとの出生率推
計値の分析と他の地域との比較
〇施設や人材の合理化・効率化への
対応
〇企業等の少子化対策の推進への
さらなる参画
〇先駆的な取り組みの分析と普及

など

○福祉サービスの融合。そのさらな
る推進と担い手となる専門職種を
統合・連携させる方策を検討する
省内検討チームの設置

〇健康づくりを意識したソーシャル
キャピタルの活用やまちづくり

○地域支援事業の一環としての移動
支援策

〇地域医療連携推進法人や地域医
療介護総合確保基金、ヘルスケア
リートの活用

など

総
合
戦
略

厚
労
省
の
方
針

地方自治体が「地方版総合戦略」を作成する際のコンサルテーションを実施
○地方創生コンシェルジュの任命、活用
○省内に検討チームを創設。引き続き、福祉サービスの融合等について議論 12



厚生労働省まち・ひと・しごと創生サポートプラン

• 急速に少子高齢化が進行し、2060年には人口が
8,674万人まで減少し、高齢化率は 2013年の
25.1％から2060年には39.9％となると推計。労働
力人口も大幅に減少

• 人口減少の状況は地域によって大きく異なる。

• 東京圏への若年層の人口移動が生じており、医
療・介護ニーズの大幅な増大とこれによる施設や
人材の不足などの問題も生じる。

• 人口減少克服・地方創生という構造的な課題に対
処するためには、国と地方が、国民とともに今後
の見通しや基本認識を共有しながら総力をあげて
取り組むことが重要

予想される将来像と基本的考え方

• 地方に「しごと」をつくり、地方へ「ひと」を呼び込み、
「ひと」の暮らしを支える「まち」が活性化する好循
環・相乗効果が重要

• これまでの施策が具体的効果を生み出せなかっ
た原因を詳細に吟味し、その上で個別施策の羅
列ではなく、個々の施策が有機的に関連づけられ
ることが必要

• 地域づくりの担い手としては、市民が主体的に参
加する非営利法人や商店街、町内会といった地域
組織、営利企業、公的機関等が総出で取り組むこ
とを考える必要

• 取組にあたっては、「まち・ひと・しごと創生」政策５
原則に沿った対応やＰＤＣＡサイクルの確立が極
めて重要

自立性、多様性のある地方社会の創生に向けた取組

13



雇用制度・雇用対策に関する取組方針

• ①地域を牽引できる産業・雇用創出を図る一定規
模の地域とその周辺地域、②人手が不足している
中で地域を維持するための産業・雇用創出を図る
地域に大別して考える必要

• 地方中核都市に成長力のある産業・企業を誘致
するためには、優秀な人材を確保することが必要

• 地域に人材が定着するためには、地域の強みや
特性を活用して、都市部にはない、都市部とは
違った魅力ある働き方、生活面でのメリットを提供
し、それをアピールすることを考える必要

• 生活面でのメリットについては、実質可処分所得
の地域別モデルケースを作成し、地方で暮らすこ
とでどれだけ家計的に豊かになるかを示すことも一つの
方策

総論

• 各自治体は、地域固有の比較優位性を備えた競
争力（強み）のある産業分野を選定し、育成するこ
とが求められる。

• 地域に産業を興し、知識や人材を集積させていく
ために、地域の産業・雇用創出をマネジメントする
ための「産官学金労」やボランティア等が連携した
組織を整備することが必要

• 地域の魅力を発信することで、国境を越えて、アジ
アも含めた海外資本や大学で働く研究者等の高
度人材等の「ヒト･モノ･カネ」を呼び込み、地域の
活性化につなげることも考えられる

産業・雇用創出

人材確保・人材育成

• 人材政策にフォーカスし、地域や企業が必要とする
人材確保のためのマッチング支援、人材の能力開
発支援、魅力ある職場作り支援等に取り組むことが重要

• 人口減少が著しい自治体にあっては、医療、介護、
福祉分野など地域の住民サービス基盤の維持が課
題。このため、医療、介護、福祉分野における人材
確保に喫緊に取り組む必要

多様な働き方の確保

• 地域で産業を興し、必要な人材を確保するために
も、様々な背景や価値観を持った人々が持てる能
力を存分に発揮できる環境の整備が不可欠

• 高齢者、障害者、若者、女性等多様な人材が定着
して活躍できるよう、魅力的な働き方やライフスタ
イルなどを実現するべく、当事者のニーズも把握し
ながら検討することが必要 14



少子化対策に関する取組方針

• 安心して結婚や出産・子育てを行うことができる経
済的基礎をつくることが重要

• 少子化対策を進めるに当たっては、第１子の壁、
第２子の壁、第３子以降の壁として現状分析した
上で課題を整理し、それぞれの対策を講じること
が重要

• 少子化施策に係る様々な指標をレーダーチャート
のようにデータ化して他都市との比較を行うなど、
施策の進捗と育児のしやすい環境を「見える化」し、
若い世代の移動の指標にしていくことが重要

• 地域で少子化対策を検討するに当たっては、各地
域で出生順位ごとの出生率推計値を分析し、各自
治体が他の地域と比較することも考えられる。

総論

• まずは、各自治体は、地域の実情に応じて、子ど
も・子育て支援新制度のサービスを効果的に組み合
わせていくことが求められる。

• 企業とも連携した受け皿整備を進めることが必要

• 保育需要のピークは平成29年と推計されており、

保育所や保育士が余剰となる可能性も想定される
中で、施設や人材の合理化・効率化に対応できる
ようにすることも考慮すべき

• 人口減少に歯止めをかけることは、企業等経済界
にとってもメリットが大きいものであり、企業等が少
子化対策の推進にさらに積極的に参画することを
促す取組も検討すべき

子育て支援

ワークライフバランス

• 企業と連携したワークライフバランス実現に向けた
取組を実施することが必要

• 「パパクオータ制度」の導入を働きかけるなど、男
性の育児休業の取得促進に向けた施策が必要

• くるみんやプラチナくるみん取得企業について、自
治体としてその周知及び支援を行うための方策を
検討

15



医療・介護、福祉サービスの基盤整備に関する取組方針

• 生活基盤としての医療、介護、福祉といった生活
支援サービスが備わった「まち」が人々の暮らしを
支えることが必要

• 人材確保やサービス提供が困難な地域の増加に
備え、利用者の利便性等にも勘案し、高齢者福祉、
障害者福祉、児童福祉といった福祉サービスの融
合を図ることが必要。その更なる推進方策とともに、
福祉サービスの担い手となる専門職種を統合・連
携させる方策を検討するための検討チームを厚生
労働省に設置

• 移動のための支援は、都市のコンパクト化や公共
交通網の再構築と連携しながら、整備していくこと
が必要

• 地域支援事業の一環として、「福祉有償運送」の
スキームを活用することなどにより、社会福祉法
人等による移動支援サービス等の提供を支援

• 都会から地方へ移住し、健康で活き活きとした生
活を送りたいという希望をもつ高齢者の支援が必要

総論

• 安心して暮らすことができる「住まい」を提供するこ
とを前提に、その安心を支える見守りなどの「生活
支援」やそれぞれの状態に応じた「予防」・「医
療」・「介護」が有機的に連携して提供されるシステ
ムを、コンパクトシティの形成とも連動して、構築す
ることが必要

• 医療計画や介護保険事業計画と地方版総合戦略
を連携させていくことが重要

• いわゆるスマートウェルネスシティの構築といった、
健康づくりを意識したソーシャルキャピタルの活用
やまちづくり

• サービスの提供体制の連携・再編等の地域医療
連携推進法人や地域医療介護総合確保基金の
活用と高齢者向け住宅や病院を対象とするヘル
スケアリートの活用

医療・介護

• 福祉サービスの融合化を進めることにより、各
サービスがコーディネートされ、ワンストップでサー
ビス提供できる体制を構築することが必要

• 中山間地域においては、日常生活に不可欠な施
設や地域活動を行う場を「小さな拠点」として集約
することが重要

福祉

多世代交流・多機能型福祉拠点
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【農林水産省】

林大臣提出資料

第５回まち・ひと・しごと創生本部
平成27年4月3日（金）
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【女性の担い手・社会経験を
積んだ者の活躍】

マーケティング・経理事務など農山漁村
に不足する能力を補強し、地域経済の
発展に寄与

京都府京丹後市 チャレンジつねよし百貨店 

魅力ある農山漁村づくりに向けて  ～ 都市と農山漁村を人々が行き交う「田園回帰」の実現 ～ 

農山漁村

【多様なライフスタイルの
選択肢の拡大】

地域の仕事や暮らしに関する情報を
豊富に提供し、農山漁村への移住・
定住や二地域居住、Ｕターンを促進

移住・定住等の促進イメージ 

農山漁村に
接する機会
の高まり 

都市住民

定 住 

群馬県川場村

【地域の暮らしを支える取組】

民間団体等が高齢化した農家
のサポートや集落が担ってきた
コミュニティ機能を補完

新潟県上越市櫛池地区 庭先集出荷

【拠点への機能集約とネットワーク化の強化】

診療所、福祉施設等の生活サービスの提供の拠点を

基幹集落に集約し、周辺地域とネットワークでつないだ
「拠点＋ネットワーク」を形成

ＪＡ京都、ＡＴＭ 

バス停 

農業振興総合センター 

お祭り広場 

診
療
所

京都府南丹市美山町平屋地区 拠点＋ネットワーク

健康福祉センター 

物販販売所(1F) 
行政窓口(2F) 

高齢者コミュニティセンター 

物販販売所(乳製品) 

【拡大図】

【広域図】

【「地域内経済循環」の
ネットワーク構築】

地域に埋もれた未利用資源を発掘し、
域外に流出していた価値を域内に再投資

岡山県真庭市 真庭バイオマス産業都市のイメージ 

【社会的企業（ソーシャル・
ビジネス）の活躍】

地域資源の活用等により小さなビジネス

を営みつつ、民間主体で地域の課題解決
に取り組み、地域コミュニティを活性化

島根県雲南市 地元の農産物を加工

【都市と農山漁村の結び付き】

一過性のブームに終わらない積極的な
都市と農山漁村の交流

群馬県川場村 世田谷区との交流を促進 

都市住民とのつながり
を強める

集落間の結び付きを強める 農山漁村にしごとをつくる

※ 魅力ある農山漁村の概念図であり、地域の特色に応じて様々な配置が考えられます。 19
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【経済産業省】

宮沢大臣提出資料

第５回まち・ひと・しごと創生本部
平成27年4月3日（金）
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機密性○機密性○

Ｃ．地域での経営の円滑な承継

地域での中小企業・小規模事業者の持続的な発展に向けた環境整備

（１）経営承継円滑化法の改正
後継者が親族外承継の場合においても、遺

留分減殺請求権の対象財産から当該後継者が
引き継いだ株式等を除外等する。また、後継者
の定義規定を改正する等の措置を講じる。

（２）小規模企業共済法の改正
親族内での事業承継や役員の退任に係る共

済金の引上げを行うとともに、利便性向上のた
めの申込金規定の削除等の措置を講じる。

（３）中小機構法の改正
経営承継円滑化に関する助言業務の追加等。

Ｃ．承継円滑化法

●法案のコンセプト

●背景
地域の需要の減退

・人口減少と高齢化
・国内外での競争激化

地域の活力の減退
・事業者数の大幅減少
・地域の雇用の喪失

地域の経済・雇用の担い手である中小企業・小規模事業者の持続的な発展のための環境整備

○遺留分特例の親族外承継への
拡充や、親族内承継時の共済金
の引上げなどの事業承継施策の
充実を図る。

（１）株式会社商工組合中央金庫法の改正
株式会社商工組合中央金庫が株式会社日

本政策金融公庫法に基づく指定金融機関とし
て引き続き危機対応業務が的確に行えるよう、
所要の措置を講じる。

（２）中小企業信用保険法の改正
現行法の中小企業者及び小規模企業者の定

義規定に、新たに特定非営利活動促進法に規
定する特定非営利活動法人を追加する等の措
置を講じる。

Ａ．商工中金・信用保険法

Ａ．地域での金融機能の強化

○危機対応時における商工中金の
機能強化・ガバナンス強化を図ると
ともに、地域の新たな経済・雇用の
担い手たる特定非営利活動法人
の資金調達の円滑化を図る。

●措置事項の概要

※臨時国会提出法案を再度提出
（１）官公需法の改正
創業間もない中小企業の官公需への参入を

促進するべく、新規中小企業者に対する国等の
契約の基本方針の作成等の措置を講じる。

（２）地域資源法の改正
「ふるさと名物」をテコに消費者嗜好を捉えた

商品開発･販路開拓を行うべく、地域産業資源
活用支援事業計画の創設等の措置を講じる。

（３）中小機構法の改正
上記措置を補完する情報提供業務の追加等。

Ｂ．中小企業需要創生法

Ｂ．地域の需要の掘り起こし

○域内での需要の起点となる中小
企業の商品・サービスに対する域
内外の需要を掘り起こす。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

太田大臣提出資料

第５回まち・ひと・しごと創生本部

平成２７年４月３日
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訪日外国人旅行者数の推移
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注) 2013年以前の値は確定値、2014年の値は暫定値、2015年1月～2月の値は推計値、％は対前年(2014年)比

ビジット・ジャパン
開始

万人

出典：ＪＮＴＯ（日本政府観光局）

1月：121.8万人 (29.1％増）

2月：138.7万人 (57.6％増）

260.5万人
（42.8%増）
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○ 市町村からの相談等のワンストップ対応 ○ 政策現場における課題やニーズの吸い上げ・共有
○ 国の制度・施策へのフィードバック ○ 政策に関する情報発信

中心市街地の活性化

医療・福祉

東日本大震災の復興 農業・林業

住宅

公的不動産の再編

コンパクトシティ形成支援チーム
（事務局：国土交通省）

ネットワーク
（地域公共交通等）

関係省庁をあげて、横の連携を強化し、市町村の取組を強力に支援

主な政策パッケージ
４．時代に合った地域をつくり、安心なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

（イ） 地方都市における経済・生活圏の形成

まち・ひと・しごと総合戦略（平成26年12月27日閣議決定）

○都市のコンパクト化と、公共交通網の再構築をはじめとする周辺等の交通ネットワーク形成が必要。

○都市全体の観点から、地域包括ケアシステムの構築や公共施設の再編、中心市街地活性化等関係
施策との整合性や相乗効果等を考慮しつつ、総合的に検討する必要。

○関係省庁による「コンパクトシティ形成支援チーム」を設け、強力な支援体制を構築。

○2020年までに立地適正化計画を作成する市町村数を150市町村、地域公共交通網形成計画の策定
総数100件を目指す。

金融

コンパクトシティ形成支援チーム
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